
２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

サービス支援件数 件 0 2,750 1,800 2,526

0 0 0 0

2,200 2,200 2,200

0 0 0 0 0

活
動
指
標

800
出生数(笠間地区）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 人 0 166 144 92 80 70 60

対
象
指
標

笠間地区学区内の保幼小中人数 人 0 0 3,263 2,381 1,800 1,300

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

2,526 2,200 2,200 2,200

相談支援件数 件 0 150 200 240

サービス受付件数 件 0 2,750 1,800

260 290 320

7,689

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 7,860 7,689 7,689 7,689 7,689

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 7,860 7,689 7,689 7,689

他課の協力分 千円 0 0 0 0

7,689 7,689

24

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.022 7,665

時間外 千円 0 0 24 24 24 24

1.022 7,665 1.022 7,665 1.022 7,665職員割合 千円 0.00 0 1.05 7,860 1.02 7,665

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

児童福祉の総合的な相談及び各種受付事務
⑥

活動
指標

サービス受付件数 件
相談支援件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

主に笠間地区に住居を有する児童等
④

対象
指標

笠間地区学区内の保幼小中人数 人
出生数(笠間地区） 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

児童福祉の増進 申請・相談等を最寄の支所で受付
けることにより迅速に必要なサービスを利用できるよう
にする。

⑤
成果
指標

サービス支援件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
児童福祉の総合的な相談及び各種受付
事務 ・保育所入所事務 ・子育てサポー
ト事業 ・家庭児童相談事業 ・要保護児
童対策事業 ・児童クラブ推進事業 ・児
童手当事業 ・児童扶養手当事業 ・地域
子育て支援拠点事業 ・母子生活支援施
設入所措置事務 （各事業の詳細につい
ては子ども福祉課参照）

同左 迅速なサービス提
供

同上 同左 同左

時間外 24.000円

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 児童福祉法、母子寡婦福祉法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　保育内容の充実

　
補助率

小政策 01　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくり 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
児童福祉にかかる申請受付相談事
務（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 01　子ども・子育て支援

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

児童福祉事業に係る受付相談業務は現行どおり必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域住民にとって身近にある支所の窓口は重要な存在であるため，今後も適切なサービ
ス維持に努める必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

児童を取り巻く環境悪化のため相談内容の複雑化・長期化になっている。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

4,600

成
果
指
標

相談・受付達成率 ％ 0 0 100 100

敬老会対象者数 人 0 4,192 4,218 4,316

100 100 100

0 0 0 0 0

活
動
指
標

8,800

高齢者クラブ数 クラブ 0 22 22 22 22 22 22

対
象
指
標

笠間地区の６５歳以上人口 人 0 7,819 8,000 8,156 8,400 8,600

4,400 4,500

0 0 0 0 0 0 0

家族介護者への支援 件 0 397 402 401 440 460 480

143 150 150 150

愛の定期便利用者数 人 0 241 232 0

見守りあんしんシステム設置者数 人 0 152 140

0 0 0

15,381

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 11,408 15,409 15,381 15,381 15,381

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 11,408 15,409 15,381 15,381

他課の協力分 千円 0 0 0 0

15,381 15,381

133

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

2.033 15,248

時間外 千円 0 0 161 133 133 133

2.033 15,248 2.033 15,248 2.033 15,248職員割合 千円 0.00 0 1.52 11,408 2.03 15,248

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

高齢者福祉の総合的な相談及び各種受付事務
⑥

活動
指標

見守りあんしんシステム設置者数 人
愛の定期便利用者数 人
家族介護者への支援

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

主に笠間地区に住居を有する高齢者
④

対象
指標

笠間地区の６５歳以上人口 人
高齢者クラブ数 クラブ
敬老会対象者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

高齢者福祉の推進 申請・相談等を最寄の支所で受
付けることにより迅速に必要なサービスを利用できる
ようにする。

⑤
成果
指標

相談・受付達成率 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
高齢者福祉の総合的な相談及び各種受
付事務 ・いきいきふれあい通所事業 ・
高齢者クラブ事業 ・敬老事業 ・高齢者
見守りあんしんシステム事業 ・家族介護
者への支援事業 （各事業の詳細につい
ては高齢福祉課参照） ・救急医療キット
設置事業

同左 迅速なサービス提
供

同上 同左 同左

時間外　133,000円

03　民生費 01　社会福祉費 03　高齢者福祉費 008000000　高齢者福祉費標準的事業（笠間支所高齢介護Ｇ） 根拠法令 老人福祉法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　元気あふれる生活の推進

　
補助率

小政策 03　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
高齢者福祉にかかる申請受付相談
事務（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　高齢者福祉

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

福祉事業に係る受付相談業務は現行どおり必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

高齢者にとって身近にある支所の窓口は重要な存在であるため，今後も適切なサービス
維持に努める必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

高齢者人口増加に対応するための各事業の方策が問われている。また，高齢者に関する様々な問題点（生活支援・介護・徘徊・見守り等）も増加し
ており，包括支援センターの機能を活かし関係機関が連携して支援しなければならない。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

介護保険サービス利用者数 人 2,412 2,534 2,800 2,884

0 0 0 0

3,200 3,400 3,600

0 0 0 0 0

活
動
指
標

840

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間地区介護認定申請者数 人 0 736 740 840 840 840

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

26 23 23 23

介護保険料の電話・訪問による催促件数 件 38 40 36 38

介護認定審査会出席回数 回 951 41 23

40 40 40

13,500

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 8,250 10,208 10,530 11,250 12,000 12,750

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 8,250 10,208 10,530 11,250 12,000

他課の協力分 千円 0 0 0 0

12,750 13,500

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.800 13,500

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

1.500 11,250 1.600 12,000 1.700 12,750職員割合 千円 1.10 8,250 1.36 10,208 1.40 10,530

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

介護保険にかかる申請・相談受付 主治医意見書の
発送 訪問調査日程調整及び調査委託 介護認定審
査会事務

⑥
活動
指標

介護認定審査会出席回数 回
介護保険料の電話・訪問による催促件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

主に笠間地区に住所を有する介護保険被保険者
④

対象
指標

笠間地区介護認定申請者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

介護保険にかかる申請・相談等を最寄の支所で受付
けることにより迅速に必要なサービスを利用できるよう
にする。

⑤
成果
指標

介護保険サービス利用者数 人

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
介護保険利用者に満足度の高いサービ
スを提供する。また保険財政の健全化を
図るため、保険料の適正な賦課と徴収に
努める。 （各事業の詳細については高
齢福祉課参照）

同左 迅速なサービス提
供

同上 同左 同左

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 介護保険法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市高齢者福祉計画介護保険事業計画

一般会計
補助金の有無 負担金の有無

直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 04　充実した介護を受けられる生活の確保

　
補助率

小政策 03　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
介護保険にかかる申請受付事務（笠
間支所）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　高齢者福祉

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

介護保険事業に係る受付相談業務は現行どおり必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域住民にとって身近にある支所の窓口は重要な存在であるため，今後も適切なサービ
ス維持に努める必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

高齢者人口の増加により介護申請・サービス利用者等も増加傾向にあり，事務内容も煩雑・増大している。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

100 100

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

定例会出席率 ％ 98 98 98 90

0 0 0 0

98 98 98

見守り支援達成率 ％ 0 0 100 100 100

活
動
指
標

60

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

民生・児童委員 人 60 60 60 60 60 60

0 0

委員１人当たりの活動日数 日 12 11 11 11 11 11 11

地区民児協研修会 回 5 5 7 6 7 7 7

8 8 8 8

地区民児協運営委員会 回 0 0 7 6

地区民児協定例会 回 8 8 8

7 7 7

5,588

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 6,375 5,640 5,588 5,624 5,588 5,588

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 6,375 5,640 5,588 5,588 5,588

他課の協力分 千円 0 0 0 0

5,588 5,588

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.745 5,588

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.745 5,588 0.745 5,588 0.745 5,588職員割合 千円 0.85 6,375 0.75 5,640 0.75 5,588

36 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 36 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

回
委員１人当たりの活動日数 日

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

定例会、運営委員会、各研修等の実施 笠間市連合
民生委員児童委員協議会補助金

⑥
活動
指標

地区民児協定例会 回
地区民児協運営委員会 回
地区民児協研修会

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

笠間地区民生委員・児童委員
④

対象
指標

民生・児童委員 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

住民福祉の向上と民生・児童委員の識見の向上を目
指す

⑤
成果
指標

定例会出席率 ％
見守り支援達成率 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
民生委員がその職務に関し、相互の研
究と向上に努めるとともに、福祉事務所
やその他の関係機関と緊密な連携を保
ち、もって地域社会の福祉増進に資す
る。

同左 １ 要援護者に対す
る実態把握 ２ 地域
や関係諸機関との
連帯強化 ３ 全体及
び事項別・分散会
研修の実施

同上 同左 同左

旅費　42,000円

03　民生費 01　社会福祉費01　社会福祉総務費002200000　民生委員事業（笠間地区） 根拠法令 民生委員法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
民生委員・児童委員
協議会小施策 01　住民参加による地域福祉の推進

　
補助率

小政策 03　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 民生委員事業（笠間地区）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　地域福祉

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1001441



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

急速に高齢化社会が進む中で、一人暮し老人等社会的弱者に係る情
報提供や災害等発生時の安否確認は必要不可欠であり、地域と密着
して活動している民生委員児童委員の必要性が重要となっている。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

高齢化社会において、行政からの調査、報告事務が増加し、民生委員児童委員の必要性
が重要となっている。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
各地区ごとに民生委員が配置され、要援護者からの相談、見守り、援助等幅広い活動を
担っている。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一人暮し高齢者や高齢者のみ世帯，一人親家庭等を取り巻く環境は非常に厳しい状況にありまた増加傾向にある。その近隣見守り者としての民生
委員は重要な存在であり，行政とのパイプ役である民生・児童委員の活動も益々多忙となっている。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
今後ますます地域での見守り者等が増加する中で、行政とのパイプ役等必要性は非常に
高い。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

相談・受付達成率 ％ 0 0 100 100

0 0 0 0

100 100 100

0 0 0 0 0

活
動
指
標

25,810

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間地区の人口 人 0 27,365 27,026 26,481 26,410 26,110

0 0

災害見舞金・弔慰金支給 件 0 5 4 11 5 5 5

住宅支援給付事務 件 0 3 0 2 3 3 3

6,652 6,500 6,500 6,500

生活保護相談 件 0 53 66 71

日赤社資（募金） 件 0 6,593 6,449

77 84 90

9,208

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 8,813 9,230 9,208 9,208 9,208

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 8,813 9,230 9,208 9,208

他課の協力分 千円 0 0 0 0

9,208 9,208

43

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

1.222 9,165

時間外 千円 0 0 65 43 43 43

1.222 9,165 1.222 9,165 1.222 9,165職員割合 千円 0.00 0 1.18 8,813 1.22 9,165

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

件
災害見舞金・弔慰金支給 件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

社会福祉の総合的な相談及び各種受付事務
⑥

活動
指標

日赤社資（募金） 件
生活保護相談 件
住宅支援給付事務

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

主に笠間地区に住居を有する者
④

対象
指標

笠間地区の人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

社会福祉の増進 申請・相談等を最寄の支所で受付
けることにより迅速に必要なサービスを利用できるよう
にする。

⑤
成果
指標

相談・受付達成率 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
社会福祉の総合的な相談及び各種受付
事務 ・遺族会関係事務 ・戦傷病者援護
事務 ・日本赤十字社事務 ・人権擁護委
員協議会事務 ・生活保護相談及び給付
事務 ・住宅支援給付事務 ・災害見舞
金・弔慰金支給事業 （各事業の詳細に
ついては社会福祉課参照）

同左 迅速なサービス提
供

同上 同左 同左

時間外

03　民生費 01　社会福祉費01　社会福祉総務費009300000　【廃止】社会福祉総務費標準的事業（笠間支所社会福祉Ｇ） 根拠法令 社会福祉法、生活保護法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　住民参加による地域福祉の推進

　
補助率

小政策 03　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
社会福祉にかかる申請受付相談事
務（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 01　地域福祉

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

社会福祉事業に係る受付相談業務は現行どおり必要である。

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域住民にとって身近にある支所の窓口は重要な存在であるため，今後も適切なサービ
ス維持に努める必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

社会情勢の不安定さ，家族間の稀薄さが市民生活に影響を与えているため，生活保護相談件数等はますます増加傾向にある。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

サービス給付件数 件 0 600 640 696

0 0 0 0

700 730 760

0 0 0 0 0

活
動
指
標

1,740

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

障害者数 人 0 1,450 1,508 1,487 1,620 1,680

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

696 700 730 760

0 0 0 0

相談支援 件 0 600 640

0 0 0

48

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 6,263 8,687 48 48 48

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 6,263 8,687 48 48

他課の協力分 千円 0 0 0 0

48 48

48

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 39 48 48 48

0.000 0 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00 0 0.84 6,263 1.15 8,648

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

障害者福祉の総合的な相談及び各種受付事務
⑥

活動
指標

相談支援 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

主に笠間地区に住居を有する障害者
④

対象
指標

障害者数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

障害者福祉の増進 申請・相談等を最寄の支所で受
付けることにより迅速に必要なサービスを利用できる
ようにする。

⑤
成果
指標

サービス給付件数 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
障害者福祉の総合的な相談及び各種受
付事務 ・身体障害者手帳交付事務 ・障
害者自立支援事業 ・心身障害者扶養共
済事業 ・特別障害者手当給付事業 ・難
病患者見舞金給付事業 ・地域生活支援
事業 ・障害者更正医療給付事業 ・障害
児親子通園事業 ・在宅心身障害児福祉
手当事業 ・障害児通園施設運営事業 ・
重度障害者住宅リフォーム助成事業
（各事業の詳細については社会福祉課
参照）

同左 迅速なサービス提
供

同上 同左 同左

時間外　48,000円

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 障害者福祉法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　総合的な自立及び社会参加の支援

　
補助率

小政策 03　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 03　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
障害者福祉にかかる申請受付相談
事務（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 03　障害者福祉

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 福祉課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

障害福祉事業に係る受付相談業務は現行どおり必要である。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

障害者にとって身近にある支所の窓口は重要な存在であるため，今後も適切なサービス
維持に努める必要がある。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

身体的，更には精神的な障害者が増加傾向にあり，各障害にあったサービス・支援等を適正に提供する必要がある。

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である

□ 見直しの余地がある


